
資料１－２

政策分野

政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

水産業振興事業委託費
のうち
　水産業振興型技術開
　発事業費

水産業の競争力強化に
資する研究、技術の開
発

97
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

　非係留型浮魚礁活用
　省エネ総合試験事業
費

- 14
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業振興事業民間団
体委託費のうち
　環境調和型漁船等創
造
　対策事業費

- 33
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業の健全な発展

実績評価（政策手段シート）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産業の健全な発展に資する省エネ・
省コストに向けた漁業者の取組みを支
援するため、小型漁船にも搭載可能な
非係留型浮魚礁の開発及び我が国周
辺水域における非係留型浮魚礁を用
いたグループ操業を試験的に行う。

水産業の健在な発展に資するため、
漁船漁業による環境負荷を低減する
ための漁具・漁法の開発及び漁船設
計指針策定、漁船の安全性確保のた
めの工学的なモデル解析及び操業安
全指針策定等を実施。

① 新規漁業就業者
数の確保

水産業の健全な発展に資するため、
未利用資源の利用、漁船への地球温
暖化対策技術の導入、ノリの遺伝子解
析による品種改良のための技術開発
等の実施。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産業振興事業費補助
金のうち
　漁業の担い手確保・育
　成対策総合推進事業
　費

新規就業者数
1,500人／年以上の確保

757
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

　省エネルギー技術導入
　促進事業費

- 1,023
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

沿岸漁業改善資金造成
費補助金

沿岸漁業改善資金の貸
付けについて、
①経営等改善資金のう
ち、環境高度対応機関
の導入３４８機
②生活改善資金のうち
衛生施設の整備４０件
③青年漁業者等養成確
保資金のうち、漁業経営
開始資金　５５件
を目標（Ｈ１４年度貸付
実績ベ－ス）。

10
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年
法律第２５号）に基づき、都道府県が
行う無利子貸付事業に必要な資金の
造成に対し、政府が助成するものであ
り、当該無利子資金を沿岸漁業従事
者等に融通することにより、担い手の
育成及び確保等を推進。

省エネルギー技術を漁船に導入し、
当該技術の実証・普及を短期集中的
に行うとともに、衛星データと漁船から
の実測データ等を用いた漁場探索効
率化のための技術開発を実施。

人材の育成及び確保等を推進し、効
率的かつ安定的な漁業経営を育成す
るため、全国漁業就業者確保育成ｾﾝ
ﾀｰの活動支援、福祉対策の推進、漁
業者に対する研修、情報提供等、協
業体・漁村女性等が行う経営改善の
取組等への支援を実施。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産業振興民間団体事
業費補助金のうち
　水産業振興型技術開
　発事業

水産業の競争力強化に
資する研究、技術の開
発

91
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業改良普及事業交
付金

 新規就業者数
1,500人／年以上の確保

91
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

(独)水産大学校運営費
交付金

中期目標の達成 2,182
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

(独)水産大学校施設整
備費補助金

中期目標の達成 637
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業の健全な発展とそれを担う人材
の育成を着実に図るため、農林水産
大臣から示された「中期目標」に対す
る「中期計画」の達成と、水産に関する
学理及び技術の教授及び研究等を実
施。

沿岸漁業等の生産性の向上、漁家経
営の改善等のため、水産業改良普及
事業の安定的な実施を支援。

青色発光ダイオード集魚灯によるイカ
釣り漁業のコスト削減の推進や漁獲物
のブランド化等に関する技術開発。

水産業の健全な発展とそれを担う人材
の育成を着実に図るため、農林水産
大臣から示された「中期目標」に対す
る「中期計画」の達成と、水産に関する
学理及び技術の教授及び研究等を実
施。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

(独)水産大学校船舶建
造費補助金

中期目標の達成 2,059
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

沿岸漁業改善資金助成
法

－ －

・沿岸漁業従事者等の自主
的な経営・生活の改善や担い
手の確保を図るための無利
子貸付制度を定める本法の
存在により、漁業就業時にお
ける資金調達の負担が軽減さ
れることから、新規漁業就業
者数の確保（以下「目標①」と
いう。）の達成に大きく寄与し
ている。

(独)水産大学校法 － －

（独）水産大学校は、水産業
を担う人材の育成を図ること
を目的としており、目標の達
成を側面から支援。

(独)水産総合研究セン
ター法

－ －

水産に関する総合的な試験
及び研究等を行うことにより、
水産に関する技術の向上に
寄与することを目的とする
（独）水産総合研究センター
は、技術に不安を有する新規
就業者に対して科学的知見
を提供する不可欠の存在で
あり、目標①の達成を側面か
ら支援。

独立行政法人水産大学校の名称、目
的、業務の範囲等に関する事項を定
めることを目的とする。

沿岸漁業従事者等が自主的に経営の
改善等を図ることを促進するため、都
道府県が行う無利子貸付事業に対し、
政府が必要な助成を行う制度を確立
し、もって沿岸漁業の経営の健全な発
展等に資することを目的とする。

独立行政法人水産総合研究センター
の名称、目的、業務の範囲等に関する
事項を定めることを目的とする。

水産業の健全な発展とそれを担う人材
の育成を着実に図るため、農林水産
大臣から示された「中期目標」に対す
る「中期計画」の達成と、水産に関する
学理及び技術の教授及び研究等を実
施。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産研究・技術開発戦
略

－ －

水産試験研究・技術開発の
重点化方向及びこれらを強力
に推進するための推進方策
を明示する本戦略は、研究・
開発面における重要な指針と
なっており、目標①の達成を
側面から支援。

② 漁業経営改善計
画の認定者数の
確保

水産業振興事業費補助
金のうち
　担い手代船取得支援
　リース事業

・借受者の漁業経営改
善計画の目標達成率
１００％
・リース期間終了後の代
船取得経費の自己信用
力による調達率１００％

355
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

　中小漁業経営支援事
　業費

・年間約２００経営体の相
談を受け付け、経営指導
等を実施
・うち漁業経営改善計画
策定者の計画の目標達
成率を１００％

40
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

中小漁業者の代船取得を支援するた
め、漁業者団体が実施する漁船リース
についてリース料の一部を助成。

中小漁業経営の再生を図るため、経
営のプロによる漁業経営改善・再建計
画の策定指導等を実施する経営支援
協議会運営に要する経費を助成。

水産試験研究・技術開発の重点化方
向及びこれらを強力に推進するための
推進方策を明示。

⑭－5



政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

　漁業共済基盤強化
　事業費

- 1,250
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業振興民間団体事
業費補助金のうち
　中小漁業融資保証健
　全化対策費

基金協会の長期延滞債
権の減少
（18年度：55件、２２４，２
１７千円）

32
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

　漁協系統組織・事業改
　革促進事業費

認定漁協数１２０漁協 91
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

強い水産業づくり交付金
のうち
　経営構造改善目標

水産業の経営構造の改
善（費用対効果の高い
共同利用施設の整備
等）

11,823
の内数

平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

組織再編と事業改革による事業基盤
の拡充・強化を推進するとともに、漁協
の機能を高度化するため、漁協系統
が実施する取組を支援。

役職員の資質向上のための全国研修
会、不良債権解消のための協議会等
を実施するため、その費用に対し助成
を実施。

水産業生産基盤としての共同利用施
設等を整備。

漁業共済事業の安定的な運営の確保
と収支の健全化を図るため、少額共済
金の支払抑制に係る契約方式を選択
した漁業者に対する共済掛金の補助
を実施。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

中小漁業関連資金融通
円滑化事業費補助金の
うち
　中小漁業関連資金
　融通円滑化事業費

基金協会の保証引受額
増加
（18年度：1,452億円の保
証引受）

67
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

　認定漁協資金融通
　円滑化事業費補助金

ー 90
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業経営維持安定資金
利子補給等補助金

融資枠（Ｈ１７要求：８０
億円）の維持

18
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業信用保険事業交付
金

対象となる漁業資金の融
資円滑化
(１７年度：７８９億円分の
保証引受の確保）

555
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業近代化資金利子補
給金

融資枠（Ｈ１７要求：２０
億円）の維持

2
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業共済事業実施費補
助金

－ 374
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業者の経営の再建を図るため、融
資機関が貸し付けた漁業経営維持安
定資金等について都道府県等が行う
利子補給に要する経費を助成。

漁業者の保証料負担を軽減するた
め、（独）農林漁業信用基金に対して、
漁業保証保険収支が均衡するよう必
要な経費を交付。

無担保・無保証人に対する保証のリス
クを軽減するため、基金協会が代位弁
済を行った際の引当金等の積立てを
国・県等で助成。

漁協が長期運転資金の融資を受ける
際に必要となる、漁業信用基金協会の
保証に対し国・県等で助成。

事業の健全かつ円滑な運営を図り、漁
業経営の安定に資するため、漁業共
済組合の人件費を補助。

漁業者等の資本装備の高度化及び経
営の近代化を図るための、国による利
子補給の措置。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

漁業共済事業業務費補
助金

漁業共済の加入率を平
成２０年度までに５３％

182
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業共済再共済金支払
資金借入金利子交付金

－ 129
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁船保険中央会交付金
法に基づいた漁船保険
制度の適切かつ円滑な
運営

6,162
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業共済組合連合会交
付金

漁業共済の加入率を平
成２０年度までに５３％

4,885
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業協同組合事務費交
付金

漁船保険制度の適切か
つ円滑な運営

587
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁船保険振興事業費補
助金

漁船保険制度の適切か
つ円滑な運営

3
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

事業の健全かつ円滑な運営に資する
ため、加入者への純保険料補助と国
に納入される保険料相当額との差額
を交付。

制度の健全な発展と地域経済の活性
化を図るため、加入率の向上や漁業
共済団体の合併に係る経費を補助。

義務加入漁船に係る保険料の収集等
を行った漁協に対し保険組合が支払う
事務費を一部補助。

経営基盤の弱い保険組合に対する経
費等を補助。

漁業者に対する共済金支払いの遅延
を防止するため、保険金の未受領額
に相当する借入金に係る利子相当額
を交付。

事業の健全かつ円滑な運営に資する
ため、加入者への掛金補助額と国に
納入される保険料相当額との差額を
交付。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

漁業災害補償制度等調
査委託費のうち
　漁業共済事業管理シ
　ステム事業委託費

漁業共済事業の事業実
績に係る集計分析及び
集計結果作成プログラム
の開発等

26
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

　漁船船主責任保険実
　績集計委託費

漁船船主責任保険の事
業実績に係る集計分析

7
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業振興対策推進指
導費補助金のうち
　ノリ養殖業構造調整・
 競争力強化対策事業

- 680
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業経営の改善及び再
建整備に関する特別措
置法

－ －

漁業経営の改善等のための
資金の融通円滑化等の措置
を講じる本法は、漁業経営改
善計画の認定者数の確保
（以下「目標②」という。）の達
成の基本となる重要な政策手
段。

漁業近代化資金融通法 － －

漁協系統資金の融通を円滑
にするために国が利子補給
措置を講じることを定める本
法は、目標②の達成のため
重要な政策手段。

中小漁業融資保証法 － －

中小漁業者等に対する信用
補完の措置を講じることを定
める本法は、目標②の達成の
ため重要な政策手段。

漁業経営の改善等のための資金の融
通円滑化、漁業整備の推進等の措置
を講じることにより、効率的かつ安定的
な漁業経営の育成を図ることを目的と
する。

漁協系統資金の活用により漁業者等
の資本装備の高度化・経営の近代化
を目的として、国が利子補給措置を講
じる。

中小漁業者等に対する信用補完の措
置を講じることにより、中小漁業の振興
を図ることを目的とする。

漁協等によるノリ養殖業の構造改革計
画の策定、及び同計画に基づいて漁
業者や漁協等が取り組む生産性の低
い自動乾燥機等の廃棄を支援。

引受、事故等の分析が可能となる概況
表、統計表を作成するため、事業に関
する資料を一元的に処理する漁船保
険中央会に対して集計業務を委託。

漁業共済事業の事業実績を月別・年
計ごとに集計するため、漁業共済事業
に関するデータを一元的に処理してい
る全国漁業共済組合連合会に対して
集計業務を委託。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

漁船損害等補償法 － －

漁業における事故等の費用
を補償することを定める本法
は、漁業経営の安定に有効
性のある政策手段。

漁船乗組員給与保険法 － －

漁船の乗組員が抑留された
場合における給与の支払を
保障することを定める本法
は、漁業経営の安定に有効
性のある政策手段。

漁業災害補償法 － －

自然災害等により漁獲が減少
した場合等にその費用を補償
することを定める本法は、漁
業経営の安定に有効性のあ
る政策手段。

漁業協同組合合併促進
法

－ －

漁業協同組合の健全な発展
のためにその合併を促進する
本法は、目標②の達成の前
提となる政策手段。

不慮の事故によって漁船や漁船に積
んだ漁獲物等が受けた損失及び他の
船に衝突するなどの漁船の運航に伴う
不慮の事故により漁業者が負担するこ
ととなった費用を補償し、漁業経営の
安定に資することを目的とする。

漁船の乗組員が抑留された場合にお
ける給与の支払を保障し、もつて、漁
船の乗組員の生産意欲を保持し、あ
わせて、漁業経営の安定に資すること
を目的とする。

適正な事業経営を行うことのできる漁
業協同組合を広範に育成して漁業に
関する協同組織の健全な発展に資す
るため、漁業協同組合の合併の促進
を図る。

自然災害又は不慮の事故によって漁
獲が減少した場合や漁具や養殖施設
等が壊れた場合に、漁業者が受けた
損失を補償し、漁業経営の安定に資
することを目的とする。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産業協同組合法 － －
漁業協同組合等の組織につ
いて定める本法は、目標②の
達成の前提となる政策手段。

(独）水産大学校法 － －

水産業を担う人材の育成を図
ることを目的とする（独）水産
大学校は、目標②を達成する
ための不可欠の存在。

(独)水産総合研究ｾﾝﾀｰ
法

－ －

水産に関する総合的な試験
及び研究等を行うことにより、
水産に関する技術の向上に
寄与することを目的とする
（独）水産総合研究センター
は、担い手に対して科学的知
見を提供する不可欠の存在
であり、目標②の達成を側面
から支援。

水産研究・技術開発戦
略

－ －

水産試験研究・技術開発の
重点化方向及びこれらを強力
に推進するための推進方策
を明示する本戦略は、研究・
開発面における重要な指針と
なっており、目標②の達成を
側面から支援。

北方地域旧漁業権者等
に対する特別措置に関
する法律に基づく低利融
資制度

－ －

本特例措置の存在により、北
方地域の旧漁業権者の経営
基盤が強化されることとなる。
なお、H17実績は157百万円

独立行政法人水産総合研究センター
の名称、目的、業務の範囲等に関する
事項を定めることを目的とする。

水産試験研究・技術開発の重点化方
向及びこれらを強力に推進するための
推進方策を明示。

北方協会に造成した１０億円の基金か
ら、北方地域旧漁業権者等に対して
事業・生活資金を低利融資する。

独立行政法人水産大学校の名称、目
的、業務の範囲等に関する事項を定
めることを目的とする。

　漁民及び水産加工業者の協同組織
の発達を促進し、もってその経済的社
会的地位の向上と水産業の生産力の
増進を図り、国民経済の発展を期す。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

所得税・法人税 － －

本特例措置の存在により、漁
協等における機械の取得が
促進されるなど、目標②の達
成のため重要な政策手段。

法人税 -

本特例措置の存在により、漁
協合併の際の負担が軽減さ
れるなど、目標②の達成のた
め重要な政策手段。

登録免許税 － －

本特例措置の存在により、漁
協合併の際の負担が軽減さ
れるなど、目標②の達成のた
め重要な政策手段。

石油・石炭税 － －
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

不動産取得税 － －

本特例措置の存在により、共
同利用施設の取得が促進さ
れるなど、目標②の達成のた
め重要な政策手段。

水産業協同組合が国の交付金等の交
付を受けて共同利用施設を取得した
場合、当該補助を受けた一定額が価
格から控除　等。

漁業協同組合合併促進法に基づく合
併について、合併漁協が被合併漁協
から取得した不動産または船舶の権
利の移転登記にかかる特例措置　等

農林漁業用輸入A重油の石油石炭税
の免税、農林漁業用国産A重油の石
油石炭税相当額の還付

中小企業者が機械等を取得した場合
等の特別償却又は税額控除

漁業協同組合合併促進法に基づく合
併について、企業再編税制における
適格合併の適用　等。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

固定資産税 － －
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産物流通対策事業費
補助金

主要水産物の産地価格
の安定

1,826
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業振興事業民間団
体委託費のうち
　水産物流通加工対策
　等委託費

- 44
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁業協同組合等が取得する漁業者の
共同利用に供する機械・装置に係る
固定資産税について、取得後３年間
に限り、当該機械等の価格の１／２に
軽減　等。

世界的な水産物流通のグローバル化
の進行を踏まえ、国内主要水産物の
需給動向や諸外国の貿易措置に関連
した各種調査・分析を実施　等

③ 消費地と産地の
価格差の縮減

産地及び消費地を通じた水産物価格
の安定を図るため、漁業者団体等が
水揚集中時に対象魚種を買取、保管
し、放出する取組を実施した際及び漁
業者団体等が量販店、加工業者等の
最終実需者との間で直接取引契約を
締結し、最終実需者が求める種類、規
格の水産物を買取、一定価格で安定
的に供給する取組を実施した際、これ
に必要な買取代金の金利及び保管経
費等の助成を行うのに必要な資金を
（財）漁価安定基金に造成。
また、漁業者団体等と食品産業、小売
業とが連携した、国産水産物の新たな
需要の創出につながる取組等に対し
て支援。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産業振興民間団体事
業費補助金のうち
　水産物品質管理対策
　推進支援事業費のうち
　　水産物消費改善
　　事業費

- 32
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

農林漁業用揮発油税財
源身替漁港関連道整備
事業費

安全・安心な水産物が
国民へ安定的・効率的
に供給されるように、生
産流通の機能の高度化
を実現

1,016
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁港漁場整備法 － －

漁業、増養殖施設等を含む
漁港施設を整備することを定
める本法は、水産業の生産量
の確保のために重要な政策
手段。

水産加工業施設改良資
金融通臨時措置法

－ －

水産加工施設の改良等に必
要な資金の融通について定
める本法は、目標③の達成の
ために有効な政策手段。

(独)水産総合研究ｾﾝﾀｰ
法

－ －

水産に関する総合的な試験
及び研究等を行うことにより、
水産に関する技術の向上に
寄与することを目的とする
（独）水産総合研究センター
は、目標③の達成のために必
要な知見を提供する重要な
存在。

独立行政法人水産総合研究センター
の名称、目的、業務の範囲等に関する
事項を定めることを目的とする。

食用水産加工品の安定供給を図るた
め、水産加工施設の改良等に必要な
資金の融通を行う。

水産業の健全発展及びこれによる水
産物の供給の安定を図る。

漁獲物の流通及び漁業用資材の輸送
の合理化のため、漁港と幹線道路等を
結ぶアクセス道路の整備。

水産物の消費改善を図るため、消費
動向調査、ふれあい学習講習会、料
理コンクールを実施。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産研究・技術開発戦
略

－ －

水産試験研究・技術開発の
重点化方向及びこれらを強力
に推進するための推進方策
を明示する本戦略は、研究・
開発面における重要な指針と
なっており、目標③の達成の
ために重要な政策手段。

不動産取得税 － －

本特例措置の存在により、共
同利用施設の取得が促進さ
れ、流通コスト削減に資する
など、目標③の達成のため重
要な政策手段。

所得税・法人税 － －

本特例措置の存在により、
ジュール加熱装置の取得が
促進され、経営コスト削減に
資するなど、目標③の達成の
ため重要な政策手段。

漁村総合整備事業費補
助

概ね10年後の平成23年
度において、漁村におけ
る汚水処理人口普及率
を小都市並みの約60％
まで引き上げ

16,387
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

直轄災害事業費 - 12,174
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産試験研究・技術開発の重点化方
向及びこれらを強力に推進するための
推進方策を明示。

ジュール加熱装置を取得した場合の
特別償却　等

漁港の環境向上に必要な施設の整
備、漁港の背後の漁業集落等におけ
る生活環境の改善、 離島・辺地等の
条件不利地域に立地する漁村地域に
おける活力ある漁村の形成、地域の既
存ストックの有効活用を通じた生産基
盤と生活環境基盤の効率的な整備。

漁業近代化資金等の貸付を受けて設
置した共同利用施設を取得した場合
の課税標準の特例措置

北海道内における、３種、４種漁港の
公共土木施設の速やかな復旧を図り、
もって公共の福祉を確保。

④ 汚水処理人口普
及率
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

漁港施設災害復旧事業
費補助 - 80

平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

漁港施設災害関連事業
費補助

- 1,009
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

強い水産業づくり交付金
のうち
　漁村地域の活性化目標

漁村地域の活性化（費
用対効果の高い施設の
整備）

11,823
の内数

平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業振興民間団体事
業費補助金のうち
　遊漁船業等適正化
　対策推進事業費

- 19
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業振興事業民間団
体委託費のうち
　都市漁村交流促進事
　業費

都市漁村交流活動事例
数1,000（18年度末）

53
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

交流促進方策の検討、子どもたちの体
験活動等の普及啓発活動等。

漁村地域の活性化を図るため、遊漁
船業者やプレジャーボート利用者等へ
の安全管理、適正な漁場利用の啓発
及び遊漁者への水産資源・漁場環境
保護意識の啓発等を行い、また、遊漁
船等の海難事故防止及び漁業と遊漁
間等のトラブルの減少を図り、健全な
遊漁（レクリエーション）の場の提供に
より、都市と漁村の交流を促進。

公共土木施設における災害の速やか
な復旧を図り、もって公共の福祉を確
保。

・再度災害の防止
・漁業集落環境施設の災害復旧
・海岸に漂着した流木等の緊急的な
処理を実施。

漁港利用の高度化に対応した施設整
備及び都市と農山漁村が共生・対流
する活力ある社会を実現するための交
流基盤施設等の施設整備の推進。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

　水産業・漁業の多面的
　機能普及啓発推進事
　業費

水産業・漁村の有する多
面的機能の国民的理解
度の深度

23
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

離島漁業再生支援交付
金

全国の漁業生産額に占
める離島の漁業生産額
の割合の維持
１０．０％

1,725
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産業振興事業委託費
のうち
　環境・生態系保全活動
　支援調査事業費

- 70
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

遊漁船業の適正化に関
する法律

－ －

法律に基づき遊漁船業の適
正化を推進し、利用者の安全
確保・利益の保護等を図るこ
とにより、水産業の健全な発
展に寄与。

多面的機能を発揮する離島漁業の再
生を図るため、漁場の生産力向上の
取組等を支援。

遊漁船の利用者の安全の確保及び利
益の保護並びに漁場の安定的な利用
関係の確保に資することを目的とす
る。

水産業・漁村の多面的機能への国民
的理解の促進及び国民的ｺﾝｾﾝｻｽの
形成を推進するため、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開
催、ﾎﾟｽﾀｰ、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成・配布によ
る普及・啓発活動、多面的機能の定量
的評価手法の確立と評価等を実施。

環境・生態系保全活動の全国におけ
る事例の調査を行うとともに、そうした
活動の検証・評価を基に活動につい
て具体的な規範（最低限取り組むべき
内容）の案を作成し、支援手法につい
て調査・検討を行う。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

水産研究・技術開発戦
略

－ －

水産試験研究・技術開発の
重点化方向及びこれらを強力
に推進するための推進方策
を明示する本戦略は、研究・
開発面における重要な指針と
なっており、漁村における汚
水処理施設、緑地・広場や集
落道等の整備の実施により、
水産業の健全な発展を目的
とした漁村の総合的な整備に
寄与。

水産業振興事業委託費
のうち
　漁港漁場管理と利用
　の効率化事業費

漁港漁場管理システム
による漁港漁場の管理
業務の効率化・省力化

76
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

　災害に備えた放置艇の
適正な収容推進事業費

- 25
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

水産試験研究・技術開発の重点化方
向及びこれらを強力に推進するための
推進方策を明示。

国民に対する水産物安定供給の観点
から、漁港漁場の安全機能向上と効
率的な利用を図るため、高度管理シス
テムを開発し、ガイドラインを策定。

⑤ 津波・高潮等によ
る災害から一定
水準以上の安全
性が確保されて
いない漁村の面
積の削減

放置艇等による被災時での二次災害
を未然に防ぐため、規制措置導入手
法や係留保管施設の整備方策等を検
討する。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

海岸保全施設整備事業
費補助

成果指標：津波・高潮災
害から一定の水準の安
全性が確保されていな
い漁村の面積
現状値：約６，０００ｈａ（平
成１４年度末）
目標値：約５，０００ha（平
成１９年度末）

6,271
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

津波・高潮危機管理対
策緊急事業費補助

同上 940
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

海岸環境整備事業費補
助

同上 1,101
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

国土保全との調和を図り、国民の休養
の場としてその利用に供するため豊か
で潤いのある海岸環境の整備を行い、
快適な海浜利用の向上及び背後地の
生活環境の保護に資するもの。

国民経済上、および民生安定上重要
な地域を高潮、津波、波浪等による被
害から守るため、又は貴重な国土を海
岸侵食から守るため、海岸保全施設の
新設や改良、補修。

津波又は高潮に関する危機管理対策
として、既存の海岸保全施設の緊急的
な防災機能の確保及び避難対策を促
進することにより、津波又は高潮発生
時における人命の優先的な防護を推
進。
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政策手段 成果目標 予算額

目標 目標の内容 （法律・事業名等） （設定されている場合） （百万円）

分野の目標等 政策手段の内容
実績及び実績に対する所見

(関連する目標）

海岸調査費 同上 32
平成18年度実績は、平成19
年7月頃に取りまとめ予定

海岸法 － －

津波・高潮等の被害から海岸
を防護するとともに、海岸環
境の整備と保全及び講習の
海岸の適正利用を図り、もっ
て国土の保全に資することを
目的とする本法は、目標⑤を
達成するための重要な手段

津波、高潮、波浪その他海水又は地
盤の変動による被害から海岸を防護
するとともに、海岸環境の整備と保全
及び公衆の海岸の適正な利用を図り、
もって国土の保全に資することを目的
とする。

海岸事業に係る調査の実施。
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